
⦁ CFOの矢野でございます。
⦁ 本日は「2022年度第3四半期業績」について、ご報告させていただきます。
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⦁ 本日お伝えしたいポイントは3つです。
⦁ まず、第3四半期累計業績についてですが、連結ベースでは、米国を中心に海外事業が好調を維持し、資材価

格やエネルギーコストの高騰を主因に苦戦する国内事業をカバーし、前期比2桁%の増収・増益となりました。これ
により、売上収益と、営業利益から新規事業を除いた既存事業コア営業利益はともに過去最高を更新しました。

⦁ 2つ目は、別途既に公表しておりますが、通期業績予想の上方修正と増配を行います。主に海外事業の上振れ
見通しにより、売上・利益ともに上方修正いたします。これに伴い、期末配当は、期初予想の1株当たり65円から
10円増配となる75円とし、年間で140円といたします。

⦁ 3つ目は価格改定についてです。日清食品は、2023年6月出荷分からメーカー希望小売価格の+10~13%の
価格改定を実施し、足元のコスト上昇へ対応させていただきます。
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⦁ 左側は、第3四半期累計実績です。
⦁ 売上収益は、米国を中心とした海外事業が全体を牽引し、第3四半期としては過去最高となる5,015億円、前

期比プラス18.0％、767億円の増収となりました。既存事業コア営業利益は、コスト上昇による減益圧力を、価
格改定や高付加価値商品の売上増加などによりカバーして、514億円、前期比プラス18.0％、79億円の増益と
なり、営業利益・当期利益ベースでも前期比2桁の増益となりました。なお、これまでの第3四半期時点の営業利
益の最高額は、2020年度の499億円でしたが、ここには湖池屋の段階取得差益45億円が入っており、更に今
期の数字には新規事業投資も入っておりますので、実質的には過去最高益となっております。

⦁ 右側は、通期業績予想修正の内容をまとめています。
⦁ 国内事業は引き続きコスト増の影響を受け、厳しい状況が続きますが、米州地域を中心とした海外事業が好調

に推移していることから、売上収益、利益面ともに上方修正いたします。
⦁ 過去数年間、世界的に不安定なマクロ環境が続いておりましたが、当社は、まず、新型コロナ流行を契機に世界

的に即席めんに対する需要増加へ対応し、次に、インフレ進行に伴い、国内外で当社製品の価格を適正な水準
へ改定し、そして、食品のダウントレーディングが起こるなか、「値ごろ感」が評価され、即席めん自体の市場が世界
的に拡大した、という点でレジリエンスを発揮し、成⾧に繋げることができたと考えています。

⦁ 世界的に景気の低迷が続き、2023年は更に悪化することが予測されている中、相対的な「値ごろ」感、いわゆる「
コスパ」があり、かつ、GenZ世代を中心とした若者が重視する「タイパ」に優れた即席めんに対する需要は、今後も
グローバルベースで拡大が継続していくとみられており、当社ビジネスの更なる成⾧を着実に進めて行くことが可能で
あると考えています。
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⦁ こちらのページは3Q累計の既存事業コア営業利益の増減要因を分析したもので、細目は「為替一定ベース」で表
示しておりますので、「決算補足資料」の９ページと同じ内容になります。海外の為替影響額については、纏めて右
から３番目の列に33億円と表示しています。

⦁ 左側の濃いピンクのバーでお示ししている売上収益の増加要因が、その右隣りのグレーのバーのコスト増加要因を
上回ったことを主因に増益着地となりました。ただし、国内事業・海外事業で分けて分析しますと、ご覧の通り、海
外事業は売上増加要因がコスト増加要因を大幅に上回り、増益要因となった一方、国内事業は売上増加要因
が、資材・エネルギーを中心とするコスト増加要因を若干下回っており、課題を残した格好です。

⦁ また、直接的な為替影響は、プラス方向で33億円となりましたが、国内事業の資材・エネルギー価格上昇といった
間接的な影響を含めますと、円安はトータルでは当社の利益に若干のマイナス方向の影響があるものと試算してい
ます。

⦁ なお、海外の利益を円に換算する為替レートにつきましては、ドル円で言うと136.51円と、第2四半期終了時点
の133.97円対比、やや円安水準となっています。
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⦁ 4ページでは、資材コスト上昇影響のイメージをお示ししています。
⦁ グラフ左側、期初計画は、ロシア・ウクライナ情勢前の前提で、資材コスト高騰の影響として前期比170億円のコ

スト増加をみていましたが、その後の更なる資材コスト上昇やエネルギー価格高騰に円安要因が加わり、期初想
定を大幅に超えるコスト増の見通しとなっています。

⦁ 本日公表しました通期修正予想は、この水準のコスト増加を前提に策定しております。
⦁ まず、資材の種類別で見ると、ピンク色で示しております主原料、主として小麦とパーム油になりますが、この計画

外コストは海外要因の比重が高くなっています。この背景は、一つには、国内のパーム油は、以前ご説明しました通
り、ロシアのウクライナ侵攻前に上期分を押さえていたこと、更に、国内の小麦は、政府売り渡し価格の改定が今期
中はなかった為、概ね期初計画想定内での着地となる見通しであること、が主な要因です。

⦁ 次に、青で示しております副資材、具材・包材がここに含まれますが、これらについては、国際価格は落ち着いてき
ているものの、国内では円安とエネルギーコストの上昇に伴い、供給業者の輸入価格および加工賃が上昇している
ことから、国内の比重が高い状況となっており、ご覧の通り、第３四半期から通期にかけてこの部分の伸びが大きく
なる見込みです。

⦁ 結果として、通期見込では、計画外コストの年間見込額は、主原料と副資材がほぼ同等の水準となる見込みで
あり、総額も、期初計画をやや上回る水準になる見込みです。

⦁ また、国内・海外別でみると、ロシアのウクライナ侵攻後、小麦価格上昇の影響を直接受けた海外の方が、国内よ
りも、計画外の費用が大きくなる見込みですが、先ほどご説明した通り、海外についてはこれを追加的な価格改定
で打ち返しております。一方で、国内については、先ほどご説明申し上げた背景から、国内の資材・エネルギーコス
トの上昇基調は続いており、昨年6月の即席めん事業の価格改定だけではカバーできていない状況です。

⦁ 来期の見通しをお話するには少し早い時期ではありますが、特に国内事業においては、小麦価格を含め、相応に
高い水準の更なるコスト上昇を想定しており、既に公表済みで3月に実施予定の日清冷凍・日清チルドの価格改
定に加え、本日発表しました、日清食品の価格改定でカバーして行くことになると考えています。
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⦁ こちらはセグメント別売上収益実績のブレークダウンです。
⦁ 全てのセグメントで増収となっていますが、大きく伸⾧しているのが、海外事業です。特に米州は6割を超える大幅

な増収となっていますが、全地域で2桁、2割から4割程度の増収を達成し、海外事業全体で前期比47.1％の
増収となりました。海外が好調な要因としては、価格改定後も強い需要が続いていることに加え、単価の高い高付
加価値商品の販売が好調に推移していることなどによるものです。

⦁ 国内即席めん事業は、5.7％の増収となりました。日清食品は、22年6月の価格改定後も底堅い需要が継続し
ており、数量ベースでは9月以降前年比プラスが続き、4-12月累計でも前年比プラスに転じていること、そして高
付加価値商品が好調に推移していることなども背景に、前期比5.6％の増収となりました。

⦁ 国内非即席めん事業は、冷凍・飲料・菓子事業の増収により、前期比5.5％の増収となりました。特にヨークにお
いては、新製品「ピルクルミラクルケア」の販売が好調で、大幅な増収となり、第3四半期累計で前期比 17%の増
収となりました。
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⦁ こちらはセグメント別コア営業利益の実績です。
⦁ 連結全体としては、国内事業の減益を海外事業がカバーするかたちで、既存事業合計で前期比79億円、18.0

％増益の514億円となりました。引き続き海外事業が好調で、前期比＋99.7％と非常に高い水準での成⾧が
続いていますが、特に、米国日清では、8月に平均36%の価格改定実施後も、数量を落とすことなく前年同水準
をキープしており、価格改定効果が際立つ状況となっています。

⦁ 米国日清は、第2四半期単体で黒字転換しましたが、第3四半期累計で黒字幅が大幅に拡大しており、黒字体
質の定着を図ることにより、当社海外事業の柱に育てて行きたいと思っています。

⦁ EMEA地域でも、即席めん市場の拡大に合わせて、当社の欧州事業が順調に推移していることに加え、プレミアフ
ーズが持分法適用会社となった貢献もあり、大幅な増益となっております。

⦁ 一方、国内事業についても、第３四半期累計では前期比▲24億円、▲6.5％となっておりますが、第３四半期
単体で見ると▲1億円となっており、国内の資材・エネルギー価格の高騰が顕在化している中にあっても、昨年同
期とほぼ同じ水準の利益を確保できております。

⦁ また、右側に、グレーで「為替一定ベース」の数字も掲示させて頂いていますが、ご覧のとおり、為替一定ベース、す
なわち、海外部門の利益の円安による為替影響を控除したベースで、「既存事業計」および「連結計」いずれも前
期比で増益を達成しております。
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⦁ 7ページから12ページまでは、各セグメント別の状況です。
⦁ まず、国内即席めん事業について、ご説明します。
⦁ 全体としては、価格改定実施後の第３四半期の状況は、日本即席食品工業協会の情報によると、市場全体で

も数量ベースで昨年同期を上回り好調に推移していますが、当社の売上数量は、それを上回る水準となっていま
す。

⦁ 特に、既存コアブランドが堅調に推移しており、例えば、カップヌードルブランドでは高付加価値型商品の「カップヌー
ドルPRO」、価格コンシャス層である「あっさりおいしいシリーズ」が引き続き好調であり、また、コンビニエンス業態を中
心として「カップヌードルビッグ」が好調です。これらの結果、カップヌードルブランド全体で“6年連続最高売上更新”
へ順調な進捗となっています。

⦁ また、どん兵衛ブランドも“8年連続最高売上更新”へ順調です。「最強どん兵衛」、「あっさりおいしいどん兵衛」、レ
ギュラー帯と、3階層価格商品の訴求により、最需要期である12月の売上で順調に売り上げを伸ばすことができま
した。

7



⦁ 非即席めん事業では、9月下旬に発売した「ピルクルミラクルケア」が好調に推移しているヨーク、「ポテトチップス」シ
リーズやリニューアルした「スコーン」などの定番商品が好調であった湖池屋が好調で、セグメントを下支えしています
。

⦁ また、冷凍事業も第２四半期時点から比較すると減益幅が縮小しています。ラーメン類の「冷凍 日清ごくり。」、「
冷凍 日清本麺」、パスタ類では「冷凍 日清スパ王プレミアム」の各シリーズの売上が堅調に推移しています。

⦁ この結果、第3四半期単体の非即席めん事業は増益に転換しております。
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⦁ こちらは米州地域です。
⦁ 米国では、8月に大幅な価格改定を行った後も販売食数は前年比プラスで推移しており、価格改定効果と相俟

って、大幅な増益となりました。価格改定効果により、大幅に利益率が高まったベース商品群の需要も非常に強い
状況ですが、プレミアム商品群も引き続き好調で、プレミアム比率は目標の50％にむけて順調な進捗となっていま
す。

⦁ ブラジルは一時的な要因に伴う減産もあり、数量は前年割れとなりましたが、価格改定効果でカバーし増収・増益
となりました。

⦁ メキシコも、順調に現地でのプレゼンスを拡大しており、増益に貢献しています。
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⦁ 中国地域は、資材高騰の影響を受けながらも、中国で3月に、香港では4月に実施した価格改定の浸透により増
益を維持しています。

⦁ 第３四半期の前年対比の伸び率だけを見ると低いように見えるかもしれませんが、これは、昨年がかなり高かった
反動でもあり、利益額の絶対値及び利益率については、高い水準を維持しております。

⦁ 香港は袋めんを中心とした数量増に加え、価格改定も影響して増収です。資材高騰の中でも、価格改定と数量
増により増益となっています。

⦁ 大陸は厳しい市場環境の中でも価格改定により増収、全体数量も前年越えで着地しています。価格改定効果
や為替の寄与もあり、資材高騰の中でも増益となりました。
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⦁ アジア地域は、売上収益においては全ての地域で増収となっています。
⦁ コア営業利益は、第3四半期累計では、コスト上昇影響、および、タイにおける価格統制の影響に伴うタイ日清お

よびタイプレの減益影響が残り、減益となりましたが、第3四半期単体で見ると、各国の価格改定効果もあり、前
年同期比で増益に転じています。
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⦁ EMEA地域は、成⾧著しい即席めん市場において、売上収益も第3四半期累計で前期比約1.5倍まで成⾧して
います。

⦁ 利益面では、プレミアフーズが加わったこともあり、持分法適用会社は第3四半期累計で合計25億円の利益貢献
となり、大幅な増益着地となりました。

12



13



14



15



16



17



18


